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(57)【要約】
【課題】波長制御が簡単で波長スイッチング後の波長ド
リフトの小さな波長可変レーザを提供する。
【解決手段】波長可変レーザは、反射鏡１と反射鏡２と
を有するファブリペローレーザと、反射鏡２を介してフ
ァブリペローレーザと結合された、波長可変フィルタを
含む光フィードバック回路とを備え、波長可変フィルタ
で選択した波長で単一縦モード発振する。ファブリペロ
ーレーザと光フィードバック回路はモノリシック集積さ
れ、反射鏡２はエッチングにより形成されている。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第１の反射鏡と第２の反射鏡とを有するファブリペローレーザと、
　前記第２の反射鏡を介して前記ファブリペローレーザと結合された、波長可変フィルタ
を含む光フィードバック回路とを備え、
　前記波長可変フィルタで選択した波長で単一縦モード発振する波長可変レーザであって
、
　前記ファブリペローレーザと前記光フィードバック回路はモノリシック集積され、前記
第２の反射鏡はエッチングにより形成された反射鏡であることを特徴とする波長可変レー
ザ。
【請求項２】
　前記ファブリペローレーザのファブリペローレーザ共振器の縦モード間隔を、出力波長
間隔に合わせることにより波長可変フィルタの中心波長のみを変えることで所望の周波数
間隔で波長可変可能とする請求項１に記載の波長可変レーザ。
【請求項３】
　前記ファブリペローレーザの導波路構造を、発振波長帯においてゲインを有する活性層
と、ゲインを有しない光導波路層とを積層構造とすることにより、前記ファブリペローレ
ーザの縦モード間隔の波長依存性を小さくしたことを特徴とする請求項１または２に記載
の波長可変レーザ。
【請求項４】
　前記ファブリペローレーザ内に波長調整用の屈折率調整領域を備え、所望の周波数間隔
で調整可能とすることを特徴とする請求項１乃至３のいずれかに記載の波長可変レーザ。
【請求項５】
　前記光フィードバック回路内に半導体光アンプを備え、前記ファブリペローレーザにフ
ィードバックする光強度を調整可能とすることを特徴とする請求項１乃至４のいずれかに
記載の波長可変レーザ。
【請求項６】
　前記光フィードバック回路は、前記波長可変フィルタを介在して前記第２の反射鏡と対
向する第３の反射鏡を備え、前記第３の反射鏡の反射率により前記ファブリペローレーザ
にフィードバックする光強度を調整したことを特徴とする請求項１乃至５のいずれかに記
載の波長可変レーザ。
【請求項７】
　前記光フィードバック回路からのフィードバック光強度を単一縦モード発振させるため
の閾値強度より大きく、かつ前記ファブリペローレーザ側からの出力光スペクトルにおい
てファブリペローレーザの共振器長により決定される縦モード以外のモードが観測される
強度より小さくなるようにフィードバック光強度を調整したことを特徴とする請求項１乃
至６のいずれかに記載の波長可変レーザ。
【請求項８】
　前記第２の反射鏡の反射率が他の反射鏡の反射率よりも大きく設定されたことを特徴と
する請求項１乃至７のいずれかに記載の波長可変レーザ。
【請求項９】
　前記第３の反射鏡の反射率が０％より大きく３％以下であることを特徴とする請求項６
乃至８のいずれかに記載の波長可変レーザ。
【請求項１０】
　前記波長可変フィルタはラダー型波長可変フィルタであることを特徴とする請求項１乃
至９のいずれかに記載の波長可変レーザ。
【請求項１１】
　前記光フィードバック回路に含まれた前記波長可変フィルタとして異なる周波数間隔で
反射率または透過率が極大値を持つ二つ以上の波長可変フィルタを用いたことを特徴とす
る請求項１乃至９のいずれかに記載の波長可変レーザ。
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【請求項１２】
　前記異なる周波数間隔で反射率または透過率が極大値を持つ二つ以上の波長可変フィル
タは、リング共振型波長可変フィルタであることを特徴とする請求項１１に記載の波長可
変レーザ。
【請求項１３】
　出力端に第２の半導体光アンプを集積することにより高出力化可能とした請求項１乃至
１２のいずれかに記載の波長可変レーザ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、波長可変レーザに関し、より具体的には波長多重大容量通信を支えるための
重要な光部品である半導体波長可変レーザに関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、インターネットにおける爆発的なトラフィックの増加によりノード間を結ぶ伝送
には波長多重を用いてノード間の伝送容量を増加させている。
【０００３】
　波長可変レーザはこのような波長多重伝送において欠かすことのできない重要な部品で
ある。
【０００４】
　このような背景下、超周期構造グレーティング（Super-structure grating：ＳＳＧ）
を用いた波長可変レーザ（SSG Distributed Bragg Reflector Laser Diode：ＳＳＧ－Ｄ
ＢＲ－ＬＤ）が提案されている（例えば、非特許文献１参照）。
【０００５】
　図２１は、ＳＳＧ－ＤＢＲ－ＬＤの概略構成を示す図である。ＳＳＧは一定周波数間隔
（Free Spectral Range：ＦＳＲ）で反射強度が大きくなる特長を持つ反射型グレーティ
ングであり、ＳＳＧ－ＤＢＲ－ＬＤでは二つの異なるＦＳＲを持つＳＳＧを用いることに
より二つのＦＳＲの最小公倍数の周波数領域で波長可変動作を得る事を可能にしている。
具体的に発振波長を変化させるためにはＳＳＧ領域に独立に電流注入してＳＳＧ部分の屈
折率を変化させてグレーティング反射ピーク波長を調整する。電流注入はナノ秒程度で高
速に屈折率変調が可能である。
【０００６】
【非特許文献１】Hiroyuki Ishii et al., “Multiple-Phase Shift Super Structure Gr
ating DBR Lasers for Broad Wavelength Tuning”, Photonics Technology Letters, IE
EE, June 1993, vol.5, No. 6, pp.613-615
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　しかしながら、上述したＳＳＧ－ＤＢＲ－ＬＤでは、二つのＳＳＧ－ＤＢＲ領域に加え
て位相調整領域の正確な屈折率の調整が必要となるために、制御が複雑になると言う問題
がある。さらにＳＳＧ領域に電流注入を行うと、同時に素子抵抗により発熱が起こりグレ
ーティング付近の温度が上昇する。これは屈折率をマイクロ秒程度で変化させることとな
り、結果としてレーザの縦モード波長を変化させるため発振波長を数１０ＧＨｚ程度で変
化させてしまう。この事は波長可変レーザと波長フィルタを組み合わせて出力ポートを切
り替える等の用途に波長可変レーザを用いる場合には、上述のような波長変化が起こると
隣接チャネルへのクロストークとなるため極力小さくする必要がある。
【０００８】
　本発明は、このような問題に鑑みてなされたもので、その目的とするところは、簡単な
波長制御と波長スイッチング後の波長変化（波長ドリフト）の小さな波長可変レーザを提
供することにある。
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【課題を解決するための手段】
【０００９】
　波長ドリフトは前述のようにＳＳＧ領域への電流注入後の素子抵抗からの発熱によりレ
ーザの縦モード波長が変化することが原因である。従って、本発明に係る波長可変レーザ
における問題を解決する手段の一つの特徴は、レーザ部分と波長可変機能を有する光フィ
ードバック部とを独立に構成され、かつモノリシック集積されていることである。本発明
のレーザでは、波長可変フィルタを含む光フィードバック回路（光フィードバック部）が
、ファブリペローレーザ（レーザ部分）の多モード発振スペクトルの中から一つのモード
を選択的にファブリペローレーザへフィードバックすることにより、フィードバックされ
た光と同じ波長の光のみが発振するシングルモードレーザとして機能する。このような動
作原理で動作する本発明の波長可変レーザは、レーザの縦モード間隔はファブリペローレ
ーザ部分の共振器長により決定される。従って、光フィードバック部にある波長可変フィ
ルタの屈折率が発熱により変化してもファブリペローレーザ（レーザ部分）の縦モードは
変化せず、ＳＳＧ－ＤＢＲレーザ等で問題となる波長ドリフトは起こらない。波長可変フ
ィルタとしては、グレーティング型波長可変フィルタ、ラダー型波長可変フィルタ、リン
グ共振型波長可変フィルタなどを用いることができる。透過型のフィルタであるラダー型
波長可変フィルタやリング共振型波長可変フィルタを波長可変フィルタとして用いる場合
、ファブリペローレーザと光フィードバック回路の間の反射鏡（ファブリペローレーザが
有する対向する２つの反射鏡の光フィードバック回路側の反射鏡）とは異なる端に反射鏡
を設けることにより、反射型波長可変フィルタとすることもできる。
【００１０】
　本発明に係る波長可変レーザにおける問題を解決する手段の別の特徴は、ファブリペロ
ーレーザと光フィードバック回路の間の反射鏡がドライエッジングにより作成されている
ことである。これによりファブリペローレーザと光フィードバック回路とをモノリシック
集積することが可能となり、本発明に係る波長可変レーザを安定かつコンパクトに作製す
ることができる。好ましくは、ファブリペローレーザが有する対向する２つの反射鏡の双
方がドライエッジングにより作成される。これにより、エッジング工程におけるレジスト
マスクの位置決め精度で共振器長を設計・作成することもできる。
【００１１】
　本発明に係る波長可変レーザにおける問題を解決する手段のさらに別の特徴は、ファブ
リペローレーザにおける共振器の縦モード間隔が出力波長の波長グリッド間隔に合わせ作
成されていることである。これにより、波長可変フィルタのフィルタ特性（フィードバッ
クされる光の周波数特性）のみを変えることで、出力光の波長（ファブリペローレーザの
発振波長）を、正確かつ簡単に波長グリッドのいずれかにスイッチ可能な波長可変レーザ
を提供することができる。これは従来例のＳＳＧ－ＤＢＲレーザのように二つのＤＢＲの
反射波長と位相調整領域の屈折率によりアナログ的に波長の変化する波長可変レーザでは
実現不可能なものである。
【００１２】
　ところで、一般に半導体では屈折率に波長依存性があることから、ファブリペローレー
ザにおける共振器の縦モード間隔も同様に若干ではあるが波長依存性を有する。特に、レ
ーザ発振に必要なゲインを持つ活性層はバンドギャップが発振波長とほぼ等しいため発振
波長付近での屈折率の波長依存性が大きい。このような屈折率の波長依存性による発振波
長のわずかな変化は使用目的によっては許容できない値となってしまう。
【００１３】
　そこで、本発明に係る波長可変レーザにおける問題を解決する手段の一つの特徴は、フ
ァブリペローレーザにおける活性層の光閉じこめ係数が小さく、あるいは活性層以外の光
のフィールドが広がる部分の組成のバンドギャップが大きくなるように構成されているこ
とである。これにより、ファブリペローレーザにおける共振器の波長依存性を低減させる
ことができる。
【００１４】
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　また、本発明に係る波長可変レーザにおける問題を解決する手段の別の特徴は、ファブ
リペローレーザ内に波長調整用の領域が設けられていることである。これにより、ファブ
リペローレーザにおける共振器の波長依存性を補償し、出力光の波長を正確かつ簡単に波
長グリッドに調整することができ、同時に本発明に係る波長可変レーザの作製マージンを
増加させることができる。
【００１５】
　本発明に係る波長可変レーザにおける問題を解決する手段の一つの特徴は、光フィード
バック回路内に半導体光アンプ（ＳＯＡ）を備えることである。これにより、光フィード
バック回路の反射率の調整に加え、ファブリペローレーザにフィードバックするフィード
バック光の光強度を調整可能とすることができ、同時に本発明に係る波長可変レーザの作
製マージンを増加させることができる。
【００１６】
　ところで、フィードバック回路からのフィードバック光がシングルモード発振させるた
めに必要な光強度より過度に大きすぎる場合、ファブリペローレーザを構成する共振器に
加えて、光フィードバック回路自体がレーザとして発振し、レーザの縦モード間隔が光フ
ィードバック回路を含めた素子全体で決定されてしまう。そのような場合、レーザの縦モ
ード間隔が１０ＧＨｚ程度と狭くなってしまい、環境温度やフィルタのピーク波長の設定
によっては、動作が不安定（モードホップ等）になってしまうという問題が生じる。
【００１７】
　そこで、本発明に係る波長可変レーザにおける問題を解決する手段の一つの特徴は、フ
ィードバック光強度が、ファブリペローレーザが単一縦モード発振させるための閾値強度
より大きく、かつファブリペローレーザ側からの出力光スペクトルにおいてファブリペロ
ーレーザの共振器長により決定される縦モード以外のモードが観測されないように（観測
されるモードの強度より小さくなるように）調整されていることである。フィードバック
光強度を閾値強度よりわずかに大きくして動作させることにより、レーザ共振器をファブ
リペローレーザ共振器部分のみで決定されるように制御し、レーザの縦モード間隔を広く
取り動作を安定させることができる。
【００１８】
　また、本発明に係る波長可変レーザにおける問題を解決する手段の別の特徴は、ファブ
リペローレーザと光フィードバック回路の間の反射鏡（ファブリペローレーザが有する対
向する２つの反射鏡の光フィードバック回路側の反射鏡）の反射率を他の反射鏡の反射率
と比較して大きく設定されていることである。これにより、ファブリペローレーザと光フ
ィードバック回路とが独立した共振器となり、前述したような光フィードバック回路を含
む素子全体が複合キャビティとして動作することを抑制され、本発明に係る波長可変レー
ザの波長可変動作を安定させることができる。
【００１９】
　本発明に係る波長可変レーザにおける問題を解決する手段の一つの特徴は、光フィード
バック回路で用いる波長可変フィルタとして、一つのフィルタで大きな波長可変範囲を持
つラダー型フィルタが用いられていることである。これにより、より簡単な波長可変動作
が可能となる。
【００２０】
　また、本発明に係る波長可変レーザにおける問題を解決する手段の別の特徴は、光フィ
ードバック回路で用いる波長可変フィルタとして、異なる周波数間隔で反射光あるいは透
過光が極大を持つ二つ以上の波長可変フィルタが用いられていることである。これにより
、波長可変動作を可能とすることができる。
【００２１】
　本発明に係る波長可変レーザにおける問題を解決する手段の一つの特徴は、ファブリペ
ローレーザの出力端にＳＯＡが集積されていることである。これにより本発明に係る波長
可変レーザの高出力化を可能とすることができる。
【発明の効果】
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【００２２】
　以上説明したように、本発明によれば、これまで実現できなかった波長ドリフトが少な
く、制御が簡単な波長可変レーザを提供することが可能となる。本発明によれば、波長可
変時の波長フィルタ付近で発生する温度変化による波長ドリフトが抑制され、かつ波長可
変の制御が簡単な波長可変レーザを提供することが可能となる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２３】
　以下、図面を参照しながら本発明の実施形態について詳細に説明する。　
　図１は、本発明の一実施形態にかかる波長可変レーザの構成図である。図１に示す波長
可変レーザは、反射鏡１と反射鏡２とを有するファブリペローレーザ部と、反射鏡２を介
してファブリペローレーザ部と結合された波長可変フィルタを含む光フィードバック回路
とがモノリシック集積され、波長可変フィルタで選択した波長で単一縦モード発振する。
【００２４】
　図１に示すように、ファブリペローレーザ部の導波路のコア層には発振波長でゲインを
持つゲイン層（本実施例では１．５３ミクロンにフォトルミネッセンスピークをもつＩｎ
ＧａＡｓＰを用いたＭＱＷ構造）を有し、波長可変フィルタの導波路のコア層には発振波
長で吸収の少ないパッシブ層（本実施例では１．４ミクロンにフォトルミネッセンスピー
クをもつＩｎＧａＡｓＰバルク構造）を有する。図示のように、本実施形態の波長可変フ
ィルタにおいて、ファブリペローレーザ部の導波路および波長可変フィルタの導波路はバ
ットジョイント構造のエピタキシャル成長基板を用いている。なお、コア層以外の部分は
共通となっておりコア層下部はｎ型ＩｎＰ基板上にｎ型ＩｎＰ層、コア層上部は下からｐ
型ＩｎＰ層、ｐ型ＩｎＧａＡｓＰコンタクト層となっている。
【００２５】
　ゲイン層、ゲイン層両端の反射鏡１および２はファブリペローレーザを構成し、透過型
の波長可変フィルタ、波長可変フィルタ両端の反射鏡２および３は光フィードバック回路
を構成する。なお、波長可変フィルタが反射型（例えば、グレーティング型波長可変フィ
ルタ）の場合、反射鏡３は不要で無反射コーティングが必要となる。
【００２６】
　図２は、反射鏡２の構成法を説明するための図である。ファブリペローレーザ部と光フ
ィードバック回路とをモノリシック集積するためには広い波長範囲でほぼ同じ反射率を持
つ反射鏡の作製が重要である。図２（ａ）はエッチングにより作製したギャップミラーの
断面図を示している。ギャップミラーはエッチングガスとして塩素を用いたInductively-
coupled plasma（ＩＣＰ）反応性イオンエッチングにより作製した。
【００２７】
　図２（ｂ）は、ギャップ幅と反射率の関係を示す図である。ギャップ幅に依存して０％
から４０％程度の範囲で反射率を設定可能となる。ギャップを、１ミクロン以下のギャッ
プ幅で作製した場合は波長２００ｎｍ以上でほぼ同じ反射率を得ることができる。
【００２８】
　また、図２（ｃ）はＤＦＢレーザで用いられるようなグレーティング型の反射鏡示す図
であり、反射鏡２としてグレーティング型の反射鏡を用いることも可能である。ただし、
グレーティング型の反射鏡を用いる場合は広い範囲で大きな反射率を持つためには活性層
の大部分をエッチングするようなグレーティングの作製が必須である。
【００２９】
　つぎに、図３を用いて本素子の動作原理を説明する。図３中、破線で囲んだ部分が、出
力されるレーザ光の波長である。図３（ａ）は、光フィードバック回路がないとした場合
における図１のファブリペローレーザの反射鏡２からの出力を示す図であり、図示のよう
にファブリペローレーザは反射鏡１と２に挟まれるファブリペロー共振器の複数のピーク
波長で発振する。図３（ｂ）は、波長可変フィルタの透過特性を示している。ファブリペ
ローレーザの反射鏡２から出力された光は波長可変フィルタでフィルタリングされた後、
所望の反射率を持つ反射鏡３により反射され再び波長可変フィルタを通過し、フィードバ
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ック光として再度ファブリペローレーザに入射する。図３（ｃ）は、この再入射するフィ
ードバック光スペクトルを示した図である。従って、本実施形態の波長可変レーザは図３
（ｄ）に示すように最もフィードバック光強度の大きな波長でのみシングルモード発振す
る。このフィードバック光のピーク波長を可変にすることで本実施形態の波長可変レーザ
ではファブリペローレーザの縦モード間隔に従った出力光を得ることが可能となる。
【００３０】
　比較のために、図４を参照して、図２１に示した従来例のＳＳＧ－ＤＢＲ－ＬＤの場合
の動作原理を説明する。図４（ａ）は、ＳＳＧ－ＤＢＲ領域がない活性層領域のみの場合
、活性層領域からの出力を示している。図示のように、活性層組成に依存したブロードな
自然放出光となる。図４（ｂ）は、前後の異なる二つのＦＳＲをもつＳＳＧ－ＤＢＲ領域
からの反射スペクトルを示している。二つのＳＳＧ－ＤＢＲのピーク波長が一致した波長
で大きな反射率を得ることができる。図４（ｃ）は、活性層、位相調整領域、両側のＳＳ
Ｇ－ＤＢＲ領域の実効長から求められるキャビティモード（縦モード）を示している。従
って、従来例のＳＳＧ－ＤＢＲ－ＬＤでは、図４（ｄ）に示すように最も反射率が高く、
キャビティモード（縦モード）と一致する波長でシングルモード発振する。
【００３１】
　両者を比較すると、本実施形態の波長可変レーザでは、ファブリペローレーザのモード
間隔により発振波長が限定される。例えば、本実施形態の波長可変レーザではキャビティ
モード間隔は１００ＧＨｚで設定可能なのに対してＳＳＧ－ＤＢＲレーザでは２０ＧＨｚ
程度になる。レーザが安定にシングルモード発振するためには、キャビティモードにおけ
るフィードバック光の強度差、あるいはＤＢＲ領域からの反射率の差が重要となる。従っ
て、本実施形態の波長可変レーザでは従来例と比較するとフィルタ特性への制約（例えば
３ｄＢ帯域幅）が緩和される。さらに、従来例のＳＳＧ－ＤＢＲレーザのキャビティモー
ドは、前述したように活性層、位相調整領域、両側のＳＳＧ－ＤＢＲ領域の実効長から決
定される。従って、電流注入などによりＳＳＧ－ＤＢＲの反射ピークを変化させた場合に
は発熱によりＳＳＧ－ＤＢＲ領域の屈折率が変化し、結果としてキャビティモード波長が
変化してしまい、波長ドリフトが起こってしまう。これに対して、本実施形態の波長可変
レーザでは、キャビティモード波長は、ファブリペローレーザ部分でのみ決められるため
、波長可変フィルタ部分に発熱による屈折率変化が起こった場合でも、キャビティモード
波長は変化しないことになる。加えて、発熱による透過ピーク波長のわずかな変化では、
キャビティモード間隔が広いために発信波長は変化しない。
【００３２】
　ファブリペローレーザにおける共振器の縦モード間隔は、出力波長の波長グリッド間隔
に合わせ作成されている。ファブリペローレーザの縦モード間隔を例えば国際電気通信連
合（ＩＴＵ）で標準化されている波長間隔（ＩＴＵグリッド）と同じ波長に設定すれば、
本実施形態の波長可変レーザは、波長可変フィルタの透過ピーク波長を調整するだけで出
力光の波長をＩＴＵグリッド上のいずれかの波長に簡単に可変することが可能となる。こ
の際、従来のレーザでは劈開を用いてレーザを作製するため、キャビティ長は数ミクロン
の範囲でしか制御できないが、ファブリペローレーザの両端をドライエッチングによるエ
ッチングミラーおよびギャップミラーにより作製すればサブミクロン程度で制御可能とな
る。
【００３３】
　ところで、一般に半導体では屈折率に波長依存性があることから、ファブリペローレー
ザの縦モード間隔は若干ではあるが波長依存性を持ってしまう。特に、レーザ発振に必要
なゲインを持つ活性層はバンドギャップが発振波長とほぼ等しいため屈折率の波長依存性
が大きい。これは使用用途によっては許容できない波長ずれとなる。
【００３４】
　そこで、図５はファブリペローレーザの縦モード間隔の波長依存性を低減するための一
方策を示す図である。図５（ａ）は、ファブリペローレーザの光導波路の代替例としての
装荷型構造の光導波路を示す。図５（ａ）に示すように、多重量子井戸構造（ＭＱＷ、井
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戸総数１０）を持つ活性層を用いた場合に、活性層下部に活性層よりもバンドギャップの
大きいパッシブ層（フォトルミネッセンスピーク波長１．４ミクロン、膜厚０．３ミクロ
ン）を設けることで光のフィールドをパッシブ層にシフトさせている。図５（ａ）におい
て、網掛けした部分が活性層である。このパッシブ層の組成はＩｎＧａＡｓＰである。図
５（ｂ）は横軸が厚さ方向の距離（ミクロン）を示しており縦軸が光の振幅を示している
。このように光のフィールドの中心はパッシブ層側にシフトしていることが解る。一方、
図６（ａ）に示すような通常のレーザに用いられるバットジョイント構造を用いた場合の
レーザ部分のエピタキシャル基板の構造は、活性層が光のフィールドの中心にある。図６
（ａ）において、網掛けした部分が活性層である。それぞれの場合の活性層への閉じこめ
係数は図５の場合が２８％、図６の場合が３８％となる。従って、活性層の部分の屈折率
が同じ波長依存性を持った場合でも、光導波路全体としてみた場合は閉じこめ係数が減少
することによりその影響が小さくなる。同様のことはＭＱＷ活性層を用いた場合に井戸層
数の減少あるいは薄膜化することや、バリヤ層のバンドギャップを大きくする、あるいは
ＳＣＨ(Separate-confinement heterostructure)層のバンドギャップを大きくする事によ
り、導波路全体として屈折率の波長依存性を低減することにより、屈折率の波長依存性の
問題が解決可能となる。
【００３５】
　図７は、さらに高精度に波長を微調整し、ファブリペローレーザの縦モード間隔の波長
依存性を補償するため方策を示す図である。つまり、図５を参照して前述した方策でもわ
ずかながら波長依存性は残ってしまうため、素子の応用方法によってはより高精度の波長
調整が要求される（例えば５０ＧＨｚ間隔のＤＷＤＭシステムでは±２．５ＧＨｚ）こと
があり、それに対応するための解決方法となる。
【００３６】
　図７を参照すると、ファブリペローレーザ部分は、内部に波長調整用の屈折率調整領域
が設けられている。この屈折率調整領域より正確に波長グリッドに調整可能となる。この
際、わずかな屈折率調整のみで良いため屈折率の調整方法としては電界印可による方法も
考えられ、この場合は電界印可による発熱が小さいために波長ドリフトの増加は無視でき
る。一例として５０ＧＨｚ間隔の波長グリッドを考えた場合はファブリペローレーザの共
振器は約８００ミクロンとなる。キャビティ中に２００ミクロン屈折率調整領域を設けた
場合は、電界印可による屈折率変化は約０．０３％であるので約２０ＧＨｚの周波数シフ
トが実現できる。これは、半導体の屈折率の波長分散を考慮しても、十分な値である。ま
た、この値は屈折率領域の長さの絶対値ではなく、キャビティ中の屈折率調整領域の比率
に比例するので、ファブリペローレーザの共振器長が短くなった場合にも十分な調整が可
能である。
【００３７】
　これまでの実施例では光フィードバック回路からのフィードバック光強度は反射鏡３の
反射率により調整していたが、本発明はこれに限定されるものではない。つまり、光フィ
ードバック回路内に半導体光アンプ（ＳＯＡ）を用いてファブリペローレーザにフィード
バックする光強度を調整可能とすることも可能である。
【００３８】
　図８は、ラダー型波長可変フィルタを波長可変フィルタとして用いた波長可変レーザの
構成例を示す図である。反射鏡２は図２（ａ）に示した構造のギャップミラーを、塩素ガ
スを用いたＩＣＰ－ＲＩＥエッチング装置により作製した。また反射鏡１および３は劈開
面を反射点とした。ファブリペローレーザは反射鏡１と２に挟まれた共振器部分である。
光フィードバック回路は位相調整領域、ラダー型波長可変フィルタおよび半導体光アンプ
を有する。作製した素子のレーザ活性層は、ｎ－ＩｎＰ基板上にｎ－ＩｎＰ層、ＩｎＧａ
ＡｓＰ／ＩｎＰ多重量子井戸構造（ＭＱＷ）の活性層（フォトルミネッセンスピーク波長
１．５３μｍ）と活性層の上下をＳＣＨ（Separate-confinement heterostructure）層で
閉じこめる構造とした。次にＳｉＯ２膜をスパッタリングにより成膜し、ゲイン領域（フ
ァブリペローレーザ部分と半導体光アンプ部分）となる部分を除きエッチングにより除去
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、さらにパターン化されたＳｉＯ２膜をマスクとして活性層を除去する。次に選択成長に
より１．４Ｑ組成ＩｎＧａＡｓＰ光導波路層をバットジョイント成長し、最後にＳｉＯ２

層を除去して基板全体にｐ－ＩｎＰ層、ｐ＋－ＩｎＧａＡｓ層を成長した。
【００３９】
　図８に示したラダー型波長可変フィルタは入出力を行う二本の導波路と等間隔で配置さ
れた光結合器、および光結合器間を接続する接続導波路アレイから構成される。このとき
隣接する接続導波路アレイ長がΔＳずつ減少するようにしている。このとき透過ピーク波
長は次式で表される。
【００４０】
【数１】

【００４１】
ｎeffは導波路の実効屈折率、ｍ０は回折次数である。このピーク波長は電極１あるいは
２に電流を注入して入出力導波路の屈折率を変化させることにより変化させることが可能
である。
【００４２】
　光フィードバック回路のフィードバック光強度は半導体光アンプに注入する電流量およ
び反射鏡３の反射率の積により調整可能である。従って、波長可変フィルタの損失が大き
く、ファブリペローレーザを単一縦モード発振（単一波長発振）に制御できない場合など
でも、半導体光アンプを用いれば単一縦モード発振させるための閾値以上のフィードバッ
ク光強度を得ることが可能となる。
【００４３】
　図９は、図８に示す波長可変レーザの光フィードバック回路からのフィードバック光の
反射スペクトルを示している。本素子ではｍ０を６０とした。この場合、式（１）で明ら
かなように本フィルタは隣接の回折次数（ｍ０±１）でも透過ピーク波長を持つことが解
る。ファブリペローレーザからの発振スペクトルが大きな波長依存性を持っている場合は
、両サイドの反射ピークでは光フィードバック強度が小さくなるので（ｍ０±１）のピー
クでは発振せず動作には問題がない。この場合は、図３を参照して前述した動作原理に基
づいて、波長可変動作することとなる。
【００４４】
　図１０は、波長可変レーザにおいて光フィードバック回路からファブリペローレーザへ
のフィードバック光の光強度を単一縦モード発振させるための閾値強度（この場合は４０
マイクロワット）よりも大きく、かつファブリペローレーザ側からの出力光スペクトルに
おいてファブリペローレーザの共振器長により決定される縦モード以外のモードが観測さ
れないように（観測される光強度より小さくなるように）フィードバック光強度をピーク
波長でのピーク強度（６０マイクロワット）に調整した場合の出力光の発振スペクトルを
示す。図に示すようにファブリペローレーザの縦モード間隔に従った約０．８ｎｍ間隔で
光強度が大きくなっている。このようにフィードバック光強度を制御した場合は、上述し
たように出力波長間隔（この場合は１００ＧＨｚ間隔）に合わせておくことにより、波長
可変フィルタの中心波長のみを変えることで所望の周波数間隔（１００ＧＨｚ）で波長を
変化させることができる。このように、本発明に係る波長可変レーザは従来例にあったよ
うなアナログ的な波長可変動作ではないため波長の制御法が簡単になると言うメリットが
得られる。
【００４５】
　また、反射鏡２をギャップミラーで構成し、ギャップ間隔を変化させ反射鏡２の反射率
を変化させたところ、反射鏡２の反射率が高いほどフィードバック光強度が大きな場合で
も複合キャビティの影響が観測されなかった。また反射鏡２の反射率Ｒ２を反射鏡１およ
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複合キャビティの影響が観測されなかった。
【００４６】
　また、本発明に係る波長可変レーザでは反射鏡３の反射率を０％より大きく３％以下に
設定し極めて０に近くした場合にも波長可変レーザとして動作する。図１１は、反射鏡３
の反射率を極めて０に近く設定した場合の動作原理を説明するための図である。図１１（
ａ）は、図３（ａ）と同様に、光フィードバック回路がないとした場合におけるファブリ
ペローレーザの反射鏡２からの出力を示す図であり、複数のピーク波長が示されている。
反射鏡３の反射率が極めて０に近いためファブリペローレーザに入射する光はファブリペ
ローレーザからのフィードバック光ではなくＳＯＡからの自然放出光がフィルタによりフ
ィルタリングされて入射することとなる。図１１（ｂ）は、波長可変フィルタを透過した
後のＳＯＡからの自然放出光を示す。この場合、ＳＯＡからの自然放出光強度が十分大き
ければ、図１１（ｃ）に示すようにファブリペローレーザの発振波長の中からただ一つの
波長の光を選択することが可能である。
【００４７】
　図１２はフィードバック光強度を１０ミリワットとした場合の出力スペクトルである。
この場合は、図８において反射鏡２と３の間および反射鏡１と３の間もレーザ共振器とな
ってしまい、図１１（ａ）に示されるように狭い縦モード間隔で複数のピーク波長が観測
される。このように縦モード間隔が狭い場合は波長可変フィルタの透過ピーク波長の揺ら
ぎや動作温度環境のわずかな変化により、隣接ピークに発振波長が突然移動するモードホ
ッピング等の現象が観測されるため、波長可変レーザとしては適さない。
【００４８】
　このようにラダーフィルタを光フィルタとして用いることで安定かつ制御の簡単な波長
可変レーザが実現できたが、ファブリペローレーザの長さや注入電流、あるいはラダーフ
ィルタの回折次数の設定によっては（ｍ０±１）の反射ピークでも十分に発振可能なゲイ
ンを持つことがあり、この場合は複数の波長で発振してしまうことになる。特にラダーフ
ィルタの透過ピーク帯域を狭めることは波長選択性の向上のために重要であるが、このた
めには回折次数の増加が必要である。このことは同時に、隣接回折次数による透過ピーク
間隔が狭くなるために、この問題を解決することが必要である。これを避けるために各接
続導波路での導波路長の差（ΔＳ）にチャーピングを行い、単一の透過ピークを持つ波長
フィルタを作製することが、素子の安定動作のためには重要である。
【００４９】
　図１３は、ファブリペローレーザとチャープされたラダーフィルタ（チャープドラダー
フィルタ）とを備えた波長可変レーザの構成を示す図である。チャープラダーフィルタは
、反射鏡２およびＳＯＡを介してファブリペローレーザに結合されている。チャープドラ
ダーフィルタは、各々がアレイ導波路の一つと接続された複数のＭＭＩカップラーを有し
、各ＭＭＩカップラーは隣接するＭＭＩカップラーと接続導波路で接続されている。各ア
レイ導波路のＭＭＩカップラーとの接続端と終端には、反射鏡３が設けられている。チャ
ープドラダーフィルタは、各ＭＭＩカップラーでの干渉の際にフィルタ波長は同じで前後
のカップラーでの回折次数を異なるように設定している。
【００５０】
　図１３の下図を参照して、フィルタ部分の動作原理を説明する。ＭＭＩカップラー１に
入射した光はある強度比（この場合は１５：８５）で二分岐される。上側のアレイ導波路
に出力された光は終端の反射鏡３－ｋで反射され再びＭＭＩカップラー１に入射する。一
方、下側の接続導波路に出力して光はＭＭＩカップラー２で再び二分岐される。隣接のア
レイ導波路間の干渉のみを考えると、反射鏡３－（ｋ＋１）で反射され再びＭＭＩカップ
ラー２、接続導波路を通って再びＭＭＩカップラー１に入射する。このとき、ＭＭＩカッ
プラー１では干渉が起こる。このときの中心波長は以下の式で表される。
【００５１】
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【数２】

【００５２】
　ここで、上側のアレイ導波路長をｌ１、接続導波路長をｌ２、下側のアレイ導波路長を
ｌ３、屈折率をｎｅｆｆ、ＭＭＩカップラー２の屈折率をｎＭＭＩ、ＭＭＩカップラー２
の長さをｌｅｆｆ．ＭＭＩとすると、実効長ΔＳｅｆｆは
【００５３】

【数３】

【００５４】
である。
【００５５】
　このとき、各干渉段での回折次数は以下のようにする。
【００５６】

【数４】

【００５７】
　ここで、γはチャーピング強度、ｉはアレイ導波路番号、ｍＭＡＸは最大の回折次数で
ある。このように、設定した場合、各ＭＭＩカップラーでの干渉波長はｌ０と一定である
が回折次数が異なるため両側のピークは抑圧される。
【００５８】
　図１４は、ｌ０を１．５３ミクロン、ｍＮ＝７２，γ＝３として、計算により求めたフ
ィルタ特性を示す図である。図示のように１．５０５ミクロンあるいは１．５５５ミクロ
ン付近の透過ピークは小さくなっていることがわかる。このように単一のピークを持つ光
フィルタを用いた場合は、前述のような多モード発振の問題がなく、より広い波長可変領
域を安定に得ることが可能となる。
【００５９】
　チャープしたラダーフィルタでも、発振波長を変化させるために接続導波路上に電極を
形成して屈折率変化を起こす必要があるが、この場合、各干渉段での波長可変量を一定と
するために電極長を回折次数の変化にあわせて変化させる必要がある。具体的には次式に
従って電極長を変化させている。
【００６０】
【数５】

【００６１】
　ここでＬｋはｋ番目の回折段での電極長、ＬＭＡＸは回折次数が最大の回折段での電極
長である。このように電極長を設定することにより、５０ｎｍの大きな波長可変範囲を得
ることができた。
【００６２】
　図１５は、リング共振器を波長可変フィルタとして用いた波長可変レーザの構成例を示
す図である。図１５に示す構成例では、周期的な透過ピークを持つ波長可変フィルタとし
てリング共振器を用いているが、これ以外では従来例にあるようなＳＳＧ等のグレーティ
ングでも作製可能である。通常、半導体への電流注入を用いてリング共振器やグレーティ
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ングを波長可変フィルとして動作させた場合、ラダー型波長可変フィルタと異なり、一つ
のリング共振器やグレーティングでは波長可変範囲は１０ｎｍ程度以下になるが、わずか
に繰り返し周期（ＦＳＲ）の異なる二つ以上の周期的フィルタを組み合わせることにより
大きな波長可変範囲を得ることができる。なお、図１５は、周期的な透過ピークを持つ波
長可変フィルタを縦列に接続した構成例を示すが、波長可変フィルタを並列に接続して位
相調整領域と結合するように構成することもできる。
【００６３】
　図１６は、図１５の波長可変レーザのリング共振器のＦＳＲの設定方法を説明するため
の図である。図１５の波長可変レーザの構成例において、レーザの縦モード間隔を１００
ＧＨｚとしている。一方、リング共振器のＦＳＲは５００ＧＨｚ付近で設計した。図１６
（ａ）は、二つのリング共振器のＦＳＲを５３０ＧＨｚと５６０ＧＨｚとした場合の波長
可変フィルタの透過率（反射率）を示している。図１６（ｂ）は、図１６（ａ）の一部を
拡大下図である。ファブリペローレーザの縦モード間隔の１００ＧＨｚの倍数の波長（光
周波数）で透過率を見た場合に相対光周波数が０ＧＨｚで発振している場合には５００Ｇ
Ｈｚ，１０００あるいは１１００ＧＨｚでリング共振器の隣接ピークが観察される。した
がって、これらの周波数の透過ピークを小さくするために１００の倍数と一致しない５３
０ＧＨｚと５６０ＧＨｚに設定したものである。このような設定にすることで、ファブリ
ペローレーザの縦モード間隔に一致する光周波数では３ｄＢ以上の大きなフィードバック
光強度の差を得ることを可能としている。
【００６４】
　図１７は、図１６を参照して説明したリング共振器のＦＳＲの設定方法を適用して作製
した波長可変レーザの波長可変特性を示す図である。図１７において、波長可変動作させ
た場合の発振スペクトルを重ね書きしている。これまでの実施例と同様にファブリペロー
レーザからの出力光は二つのリング共振器の共振波長に一致した波長の光のみがファブリ
ペローレーザにフィードバックされるためシングルモード発振が得られる。また、二つの
リング共振器の屈折率を制御することで図示したようにファブリペローレーザの縦モード
間隔の１００ＧＨｚ間隔で自由に発振波長を選択できている。
【００６５】
　図１８は、本実施形態のリング共振器の共振波長をナノ秒オーダーで高速に切り替えた
際の本実施形態の波長可変レーザの発振波長を測定した結果を示す図である。測定にはＦ
ＳＲが１５０ＧＨｚのマッハツェンダー干渉計を用いた。リング共振器への電流振幅は８
ｍＡとした。図１８に示されるように波長ドリフトは１ＧＨｚ以下であり、共振波長をナ
ノ秒オーダーで高速に切り替えても、安定動作することが確認できた。なお、波長可変フ
ィルタをリング共振器型波長可変フィルタで構成した場合に限らず、グレーティング型波
長可変フィルタやラダー型波長可変フィルタラダー型フィルタなどで波長可変フィルタを
構成しても同様の効果が得られる。
【００６６】
　参考のために図１９（ａ）に光フィードバック回路部分をレーザとして動作させる構成
例を示し、図１９（ｂ）に、図１９（ａ）の構成における出力波長の変化を示す。図１９
（ｂ）に示すように同じ８ｍＡの電流注入であるにもかかわらず７ＧＨｚ程度波長が変化
しているのが解る。これはリング共振器がレーザ共振器内にあるために、電流注入に起因
する発熱による屈折率変化により、レーザの縦モード波長が変化しているためである。本
発明に係る波長可変レーザの場合、縦モードがファブリペローレーザで決まるため、リン
グ共振器付近で発生した熱は縦モード波長に影響しない為、図１８に示すような安定動作
が可能になる。
【００６７】
　図２０は、図１５に示したリング共振器を用いた波長可変レーザの構成例の反射鏡１を
反射鏡２と同様にエッチングにより作製し、ファブリペローレーザの出力端（左側）に半
導体光アンプを形成した構成例を示す図である。図２０に示す構成例の場合、ファブリペ
ローレーザの両側の反射鏡はドライエッチングにより形成されているため、劈開を用いる
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けているため出力光強度＋１４ｄＢｍを得ることができた。
【００６８】
　以上、本発明の実施形態を説明したが、活性層はＩｎＧａＡｓＰに限定されず、ＩｎＧ
ａＡｓ、ＡｌＧａＩｎＡｓ、ＧａＩｎＮＡｓ等を用いても良い。また、波長帯は１．５５
μｍ帯に限定されず、１．３μｍ帯などの長波長帯、その他の波長帯としても良い。
【図面の簡単な説明】
【００６９】
【図１】本発明の一実施形態にかかる波長可変レーザの構成図である。
【図２】図１の反射鏡２の構成法を説明するための図である。
【図３】図１に示す波長可変レーザの動作原理を説明する図である。
【図４】図２１に示した従来例のＳＳＧ－ＤＢＲ－ＬＤの場合の動作原理を説明するため
の参考図である。
【図５】ファブリペローレーザの光導波路を装荷型構造とした場合の光のフィールド分布
を説明するための図である。
【図６】ファブリペローレーザの光導波路をバットジョイント構造とした場合の光のフィ
ールド分布を説明するための図である。
【図７】ファブリペローレーザ内に屈折率調整領域を設けた場合のファブリペローレーザ
の構造を示す図である。
【図８】半導体アンプを備え、ラダー型波長可変フィルタを波長可変フィルタとして用い
た波長可変レーザの構成例を示す図である。
【図９】反射鏡２から光フィードバック回路側を見た場合のラダー型波長可変フィルタか
らの反射スペクトルを示す図である。
【図１０】波長可変レーザにおいて光フィードバック回路からファブリペローレーザへの
フィードバック光の光強度を単一縦モード発振させるための閾値強度よりも大きく、かつ
ファブリペローレーザ側からの出力光スペクトルにおいてファブリペローレーザの共振器
長により決定される縦モード以外のモードが観測されないようにフィードバック光強度を
調整した場合の出力光の発振スペクトルを示す図である。
【図１１】反射鏡３の反射率を０に近づけた場合の動作原理を説明する図である。
【図１２】図８に示した波長可変レーザにおいて光フィードバック光強度を大きくした場
合の発振スペクトルを示す図である。
【図１３】ファブリペローレーザとチャープされたラダーフィルタとを備えた波長可変レ
ーザの構成を示す図である。
【図１４】反射型ラダーフィルタにチャーピングを導入した場合の反射スペクトルを示す
図である。
【図１５】リング共振器を波長可変フィルタとして用いた波長可変レーザの構成例を示す
図である。
【図１６】図１５に示した波長可変レーザのリング共振器のＦＳＲの設定方法を説明する
ための図である。
【図１７】図１５に示した波長可変レーザの波長可変特性を示す図である。
【図１８】図１５に示したリング共振器の共振波長をナノ秒オーダーで高速に切り替えた
際の本実施形態の波長可変レーザの発振波長を測定した結果を示す図である。
【図１９】光フィードバック回路部分をレーザとして動作させる場合を説明するための参
考図である。
【図２０】図１５に示したリング共振器を用いた波長可変レーザの構成例の変形例を示す
図である。
【図２１】従来のＳＳＧ－ＤＢＲ－ＬＤの概略構成を示す図である。
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